
第２章２００６年度版ＣＳＲ報告書における人権尊重の記載状況

1．調査の概要

２００６年度版ＣＳＲ報告書については、主として次の経路を通じて収集した。

１）大阪同和・人権問題企業連絡会、東京人権啓発企業連絡会に依頼し、各連

絡会の加盟企業が発行しているＣＳＲ報告書等（ＣＳＲ報告書、環境報告書等

のほかに、金融機関については各業法上義務づけられるデイスクロージヤ

ー誌）を収集していただいた。

２）また、ＣＳＲ報告書（環境報告書を含む）の収集・無料配布を行っているサ

イト「エコほっとライン」’3に対して、２００６年度版の報告書を請求した。

３）さらに、経済産業省が所管している「環境報告書プラザ」１４に登録されて

いる営利企業発行のＣＳＲ報告書について、各企業のホームページにアクセ

スし、ＰＤＦファイル化されているものについてのみダウンロードした。

これらの作業を通じて、５９０社、５９３誌を収集した。

収集した報告書を、当研究所企業部会所属の会員ないし特別会員の方から関心

のある方を中心に、「ＣＳＲ報告書における人権情報記載状況」研究会を構成し'5、

資料編に掲載しているチェック項目に従って、人権に関連する記述を抽出した。

本章では、かかる記述状況について、２００５年度版と同様、全般的傾向と個別課

題にわけて数的な傾向を分析することとする。その際、２００５年度と比較し、注目

すべき変化について指摘する。なお、注目すべきグッド・プラクティスの検討は

第３章の中村の分析にゆずることとする。また、ここで検討するデータの基礎を

成す５９０社のチェックシートについては、当研究所ホームページ'6でのみ紹介す

るので、参照されたい。

'３http://www・ecohotline・com/company/を参照。このサイトでは、各企業がＣＳＲ報
告書等を発行するたびに定期的に更新され、かつ収集された報告書については、

企業名、５０音、業種別に検索可能である。また、メールマガジンを通じて、報告

書発行状況やＣＳＲに関する最新情報が配信されており、極めて有用である。

１４http://www､ecosearchjp/を参照。なお、このサイトに登録されている環境報告書
発行法人には、営利企業のみならず、独立行政法人や国立大学法人なども含まれ

ている。このことは、環境保全や社会性の取組に関するアカウンタピリティが企

業のみならず行政や学校にも求められつつあることを示すものであり、極めて重

要である。しかし、本調査では、ＣＳＲ（企業の社会的責任）の一環として、ＣＳＲ

報告書における人権問題の記載状況を検討するものであることから、今回の研究

においては、かかる法人によるものは割愛することとした。

１５研究会構成員については、巻末のメンバー表を参照されたい。

'６当研究所ホームページのアドレスは次のとおりである。http://wwwblhrriPrg／
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調査結果の分析２ 

（１）全般的な傾向

①主たる業種

表１は、２００６年度版収集できた報告書を発行する企業の業種分布を示すもので

ある。
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2005年度版でも製造業が突出していたが､2006年度版はさらに製造業者の実数

140社増加している。また、２００６年度においては金融機関のデイスクロージヤ

誌をそれ自体として収集していないため、金融機関の比率が低下しているので

るが、それだけに製造業の比率が全体の３分の２以上と際立っている。

なお、製造業内訳は次のとおりである。

Ｉ 
なお、昨年度の分類上、印刷業は「その他製品」に分類されていたが、２００６年

度については印刷業として独立させることとした。何れの業種においても増加が

著しいが、とりわけ精密機器及び食料品の増加が顕著である。
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表２－１主たる業種

2005年度 2006年度

① 農業 ０ ００％ １ ０２％ 

② 林業 0 ０ ０％ ０ ０ ０％ 

③ 漁業 １ ０ ２％ ０ ０ ０％ 

④ 鉱業 １ ０ ２％ １ ０ 2％ 

⑤ 建設業 2３ ４ ４％ 3４ ５ 7％ 

⑥ 製造業 260 ４９ 9％ ４００ ６７ 5％ 

⑦ 電気･ガス･熱供給･水道業 1６ ３ 1％ 1９ ３ 2％ 

⑧ 情報通信業 1２ ２ ３％ 1６ ２ 7％ 

⑨ 運輸業 1７ ３ 3％ 2０ ３ 4％ 

⑩ 卸売･小売業 ２８ ５ ４％ 3１ ５ 2％ 

⑪ 金融･保険業 1５１ 2９ ０％ 3９ ６ 6％ 

⑫ 不動産業 １ ０ ２％ ２ ０ 3％ 

⑬ 飲食店･宿泊業 ２ ０ ４％ ４ ０ 7％ 

⑭ 医療･福祉 ０ ０ ０％ ４ ０ 7％ 

⑮ 教育･学習支援業 ０ ０ ０％ １ ０ 2％ 

⑯ 複合サービス業 ３ ０ ６％ ７ １ 2％ 

⑰ サービス業 ６ １ ２％ ７ １ 2％ 

⑱ 公務 0 ０ ０％ １ ０ 2％ 

⑲ 分類不能の産業 0 ０ ０％ ６ １ ０％ 

計 5２１ 1００ ０％ 593 1００ 0％ 

表２－２製造業内訳

2005年度 2006年度 2005年度 2006年度

１ 食料品 2９ １１２％ 4５ １１．３％ 1０ 鉄鋼 ７ 2.7％ 1０ ２．５％ 

２ 繊維製品 ９ ３ 5％ 1２ ３ ０％ 1１ 非鉄金属 1１ ４ ２％ ８ ２ 0％ 

３ パルプ・紙 ４ １ 5％ 1０ ２ 5％ 1２ 金属製品 ５ １ ９％ 1０ ２ 5％ 

４ 印刷 ０ ０ 0％ ８ ２ 0％ 1３ 機械 1４ ５ ４％ 3２ ８ ０％ 

５ 化学 4６ 1７ 7％ 6４ 1６ 0％ 1４ 電気機器 6０ ２３ 1％ 8３ 2０ 8％ 

６ 医薬品 1４ ５ 4％ 1９ ４ 8％ 1５ 輸送用機器 1８ ６ 9％ 2８ ７ ０％ 

７ ゴム製品 ４ １ 5％ ７ １ ８％ 1６ 精密機器 ７ ２ 7％ 2９ ７ 3％ 

８ 

石油・石炭製
ロ

ロロ ７ ２．７％ ６ 1.5％ 1７ その他製品 1４ ５．４％ 1６ ４．０％ 

９ 

ガラス・土石

製品 1１ ４．２％ 1３ 3.3％ 計 260 １０００％ 400 100.0％ 



②報告書の名称

日本においてＣＳＲ報告書は､環境報告書を起点として発展して来たものである

が、この点はタイトルにも現れる。すなわち、社会性について言及する報告書は、

タイトルにも「ＣＳＲ」や「社会」といった文言を付しているからである。

需讓
２００５年度版の分析において、環境報告書であっても、様々な項目で人権問題に

言及するものがあることから、「環境●社会報告書」や「ＣＳＲ報告書」に移行す

る企業が増加することが期待できると指摘した'７．２００６年度版においては、依然

として環境報告書が最も多いけれども（l83誌)、ＣＳＲ報告書は昨年に比して倍増

し（l63誌)、環境報告書発行企業と数的に拮抗している。また、「環境」及び「社

会」を冠する報告書とあわせて半数を超えていることを勘案すれば、これら報告

書に社会'性を盛り込むことがいまや主流になっていることが伺えるであろう｡

③トップステイトメントでの「人権」への言及

ＣＳＲや、人権尊重の取り組みが全社的に進められるためには、経営層のコミッ

トメントが明確であることが重要である。前回の報告書では、トップの挨拶で、

人権に言及する事例はいかにも少ないと指摘したが、２００６年度版ではどうであろ

うか。

序 ５２１００．０５９３００ 

２００５年度に比べてｌ１誌増加し、かつ比率についても１ポイント増加している

が、依然として１割にも達しておらず、ＣＳＲの一環として人権が含まれるという

認識は、あまり広がっていないと言わざるを得ない。

④人権尊重等を明示する企業方針・行動憲章の記載

企業倫理や法令遵守、企業の社会的責任の取り組みを推進するという各企業の

基本的な姿勢を示すために、「行動憲章」や「行動綱領」といった基本文書を策定

する取り組みがすすめられている。ＣＳＲ報告書では、これらの文書を紹介しする

１７部落解放.人権研究所編前掲報告書２１頁参照。
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表２－３報告書の名称

2005年度 2006年度

① ｢ＣＳＲ」「企業の社会的責任」 7７ １４．８％ 1６３ ２７５％ 

② ｢環境」及び「社会」 1２８ 2４ 6％ 1７１ 2８ ８％ 

③ ｢環境」のみ 1３２ ２５ 3％ 1８３ 3０ ９％ 

④ サスティナビリティ（持続可能性） 1８ ３ 5％ ２７ ４ ６％ 

⑤ レスポンシブル・ケア 1０ １ 9％ 1１ １ 9％ 

⑥ ディスクロージャー 1４１ ２７ 1％ 1６ ２ 7％ 

⑦ その他 1５ ２ 9％ ２２ ３ 7％ 

※複数種の報告書作成企業 ８ １ 5％ ３ ０ 5％ 

計 ５２１ 1００ ０％ 593 1００ ０％ 

表２－４トップステイトメントでの人権への言及

2005年度 2006年度

● ｢人権」への言及 ３６ ６．９％ 4７ 7.9％ 

記載なし ４８５ ９３．１％ 546 92.1％ 

計 5２１ １０００％ ５９３ １０００％ 



例があるが、係る文書に人権尊重という理念が盛り込まれる例が多い。２００５年度

版でも、約半数の報告書において人権尊重の理念が盛り込まれていることが明ら

かとなったが、２００６年度版ではどのような変化が見られたであろうか。

庁
２４１４６．３γ２４５４１３％ 
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５２１１０００５９３１００Dｙ 

実数的には４社増加しているが､収集した報告書が７２誌増加していることから、

その割合は低下している。

一一０吋声ＬＬ０ｒ庁」岸乢な川Ｕ鍬仙術

５７７４０７１０６１６３６５０７ 

７４１２８５７８％７６１７１４４４ 

４７１３２３５６％３１１８３１６．９％ 

００ １８２７６６７９６ 

－m■耐■T閉５１１４５５％
￣Ｐ印■祠ｚ届６１６３７５％
￣＝面Ｆ■Z函３２２１３６％
■■■■‐３ 

２４１５２１４６３７２４５５９３４１ 

なお、報告書のタイトルごとの内訳については、表６のとおりである。ＣＳＲを

イトルとした報告書は２００５年度版に比べて８６誌増加しているが、行動憲章等

人権を明記して掲載しているものは４９誌の増加に止まっている。また、環境社

報告書の増加数は４３誌であるが､人権に言及する行動憲章等を紹介しているの

Ｚ誌増加したに過ぎない。多くの企業がＣＳＲ報告書に移行している状況は歓迎

べきであるが、内容的な深まりが追いついていない点が危』倶される。

⑤行動憲章等を除く、報告書本文での「人権」ないしは類似の概念の使用

また、具体的な人権尊重の取り組みについて本文の記述状況はどうであろうか。
巨旦２２定Ｔ２庁司「て の一■■ 
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１４２２７３％１９６３３１％ 
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５２１１０００％５９３１０００％ 

報告書本文に人権に直接言及する報告書は２００５年度版のｌ４２誌から５４誌増加

し、ｌ９６誌に及んでいる。ただし、類似の用語（多様性の確保など）を明示する

者は４６誌からＩI誌に減少しており、両者を併せるとｌ８８誌から２０７誌と、ｌ９誌

増加するに止まっている。とはいえ、類似の概念から人権概念を直接言及すると

いう傾向にシフトしている点は注目に値しよう。

なお、報告書名称別の内訳は次のとおりである。
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表２－５人権尊重を明示する企業方針・行動憲章等

2005年度 2006年度

● 明示している 2４１ 46.3％ 2４５ 41.3％ 

記載なし 280 537％ 348 58.7％ 

計 5２１ １００．０％ 593 100.0％ 

表２－６報告書の名称別人権に言及する行動憲章等

2005年度版 2006年度版

該当誌 全体 割合 該当誌 全体 割合

① ｢ＣＳＲ｣｢企業の社会的貰任」 ５７ ７７ ７４．０％ 1０６ 1６３ 65.0％ 

② ｢環境｣及び｢社会」 7４ 1２８ 5７ 8％ 7６ 1７１ 4４ 4％ 

③ ｢環境｣のみ ４７ 1３２ 3５ 6％ 3１ 1８３ 1６ 9％ 

④ サスティナビリティ(持続可能性） ９ 1８ 5０ 0％ 1８ ２７ 6６ 7％ 

⑤ レスポンシブル･ケア ７ 1０ 7０ 0％ ５ 1１ 4５ 5％ 

⑥ ディスクロージャー 3７ 1４１ 2６ 2％ ６ 1６ 3７ 5％ 

⑦ その他 1０ 1５ 6６ 7％ ３ ２２ 1３ 6％ 

※複数種の報告書作成企業 ８ ３ 

計 2４１ 5２１ ４６．３％ 2４５ 593 ４１．３％ 

表２－７報告書本文中での人権ないし類似概念への言及

2005年度 2006年度

● 人権尊重を直接明示 1４２ ２７３％ 1９６ ３３１％ 

類似概念の明示 ４６ 8.8％ 1１ 1.9％ 

記賊なし 3３３ ６３．９％ ３８６ ６５．１％ 

計 5２１ 100.0％ ５９３ 100.0％ 
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報告書の名称別に見ると、ＣＳＲ報告書における人権関係記事の掲載状況は、行

動憲章における人権の記載状況に比して若干多い（65.0％に対して681％)。他方

で、「環境社会報告書」（44.4％に対して34.5％）「環境報告書」（169％に対して

８２％)について言えば､人権に関連する用語の使用は減少している。このことは、

行動憲章等を紹介していても、報告書の性格上、環境以外への取り組みへの言及

が行われない事例が依然として多いことが示唆される。他方で、２００５年度版では

環境報告書や環境社会報告書を発行した企業のうち、人権の取り組みについて言

及していたものが、２００６年度版においてはＣＳＲ報告書に移行したことが伺える

であろう。さらに一層の以降を期待したい。

なお、記載事例については、個別課題の項において紹介することとする。

⑥国際的な人権基準の記載

前述したように、企業に対して社会的責任や人権尊重の取り組みを求める基準

には、グローバル・コンパクトやＧＲＩサスティナビリティ報告書ガイドラインを

はじめとする国際的な基準がある。これらの国際的基準を活用して、かかる取り

組みを推進することにより、国際的な平面における積極的な評価を得ることに繋

がるといえる。とりわけ、グローバル・コンパクトはＧＲＩと戦略的提携を結成し、

グローバル・コンパクトの枠組みにおいて求められる「コミュニケーション・オ

ン・プログレス」の報告について、GRIのサステイナビリテイ報告書ガイドライ

ンをどのように活用すれば､かかる報告義務を果たすこととなるかを示している。

これらの動向に添って報告書を作成することが求められているが、今回収集した

報告書には、かかる国際的基準はどの程度反映されているであろうか。
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先に検討した企業行動規範等において､国際的な人権基準に言及する例は､2005
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表２－８報告書の名称別人権に言及する行動憲章等

2005年度版 2006年度版

該当誌 全体 割合 該当誌 全体 割合

① ｢ＣＳＲ」「企業の社会的責任」 5７ 7７ ７４．０％ 1１１ 1６３ 68.1％ 

② ｢環境」及び「社会」 6９ 1２８ ５３ 9％ 5９ 1７１ 3４ 5％ 

③ ｢環境」のみ 3０ 1３２ ２２ 7％ 1５ 1８３ ８ 2％ 

④ サスティナビリティ（持続可能性） 1３ 1８ ７２ 2％ 1７ 2７ ６３ 0％ 

⑤ レスポンシブル・ケア ２ 1０ ２０ ０％ １ 1１ ９ 1％ 

⑥ ディスクロージャー ７ 1４１ ５ ０％ ２ 1６ 1２ 5％ 

⑦ その他 1０ 1５ 6６ 7％ ２ 2２ ９ 1％ 

※複数種の報告書作成企業 ８ ３ ０ 0％ 

計 1８８ ５２１ ３６．１％ ２０７ 593 3４ 9％ 

表２－９国際人権基準を明示する企業方針・行動憲章等（複数記載）

2005年度 2006年度

① 世界人権官言 ３ ０．６％ ４ ０．７％ 

② 国連グローバル・コンパクト １ ０ 2％ 1０ １ ７％ 

③ その他の国連人権基準 ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ 

④ ＯＥＣＤガイドライン ０ ０ ０％ １ ０ ２％ 

⑤ ＩＬＯ関連文書 ０ ０ ０％ ３ ０ ５％ 

⑥ ＧＲＩガイドライン ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ 

⑦ その他 ０ ０ ０％ ２ ０ 3％ 

記載なし ５１７ ９９ 2％ 5８０ ９７ 8％ 

計 5２１ 1００ ０％ 593 1００ ０％ 



年度に比して若干増加したものの（記載のない報告書：２００５年度99.2％に対し、

2006年度版は97.8％)、さほど多くはない。ただし、国際連合グローバル・コン

パクトに言及するものは10社に増加している。また、その他の基準についても言

及するものが散見される（ＯＥＣＤガイドライン：ｌ社、ＩＬＯ関連文書：３社、その

他：Z社)。これらのことから、ＣＳＲや企業における人権尊重の取り組みが、国際

的に求められていることについて意識する企業が若干ではあるが増加しつつある

ことが伺えるであろう。

０厘ｌ
窪
川
・
菫

６１２％３０５％ 

２５４８％３１５２％ 

１０２％３０５％ 

１０２％０００％ 

４０８％２０３％ 

１８５３５５％２０１３３９％ 

１１２１％１２２０％ 

３２９６３１％３８３６４６％ 

１１０００５９３１０００％ 

また、報告書全体において国際的基準に言及する例は、比率において減少はし

ているものの（記載のない報告書：２００５年度版が63.1％に対し、２００６年度版は

64.6％)、実数において若干増加している（いずれかの基準に言及する報告書:2005

年度版はｌ９２誌に対し、２００６年度版は２１０誌)。とりわけ、グローバル・コンパ

クトに言及する報告書については、前回指摘したように１８，２５誌から３１誌に増加

している。しかし､2007年１２月現在では加盟企業は５９社となっていることから、

２００７年度版報告書ではさらに増加することが見込まれるであろう。また、GRI報

告書の利用状況について言えば、ｌ８５誌から２１０誌に増加している。ＣＳＲに関す

る国際的基準として、この両者が日本社会においても定着しつつあることが伺え

る結果となっている。

ただし、他の基準に関して言えば、世界人権宣言（６誌から３誌)、ＯＥＣＤガイ

ドライン（I誌からO誌)、ＩＬＯ関連文書（４誌からＺ誌）などの言及が減少して

いる。グローバル・コンパクトやGRIガイドラインがこれらの文書に依拠して策

定されているとしても、詳細な取り組みの内容を規定しているのはかかる諸文書

である。そのため、かかる趨勢は、具体的な内容が捨象され、記載内容が抽象化

していくことが危'倶される。

記載の具体性を一定担保するためには、特にGRIガイドラインに関して、記載

内容とガイドラインとの対照状況を示すための対照表を付することが重要である。

対照表の記載状況は表２－１１のとおりである。

'８部落解放･人権研究所編前掲報告書２５頁参照。

－１６－ 

表２－１０国際人権基準を明示する報告書（複数記載）

2005年度 2006年度

① 世界人権宣言 ６ 1.2％ ３ ０．５％ 

② 国連グローバル・コンパクト 2５ ４ 8％ ３１ ５ 2％ 

③ その他の国連人権基準 １ 0 2％ ３ ０ 5％ 

④ ＯＥＣＤガイドライン １ ０ 2％ ０ ０ ０％ 

⑤ ＩＬＯ関連文書 ４ 0 8％ ２ ０ 3％ 

⑥ ＧＲＩガイドライン 1８５ ３５ 5％ ２０１ 3３ 9％ 

⑦ その他 1１ ２ 1％ 1２ ２ 0％ 

記載なし 329 ６３ 1％ 3８３ 6４ 6％ 

計 5２１ 1００ ０％ 5９３ 1００ ０％ 



●
▲
 

１８９７％２６１２９％ 

３２１７３％４１２０４％ 

１３５７３０％１３４６６７％ 

８５１０００％２０１１０００％ 

かかる対照表について言えば､ガイドライン全体と対照させているものがＩ８誌か

ら２６誌に増加し､一部と対照させているものは３２誌から４]誌へと増加している。

GRIのガイドラインを参照している報告書の大半がかかる対照表を割愛している

点は懸念すべきであるが（2005年度版では７３％、２００６年度版では６６７％)、かか

る割合は減少しつつあることを考えれば、企業においても、具体的な取り組みの

記載が重要であるとの理解が広まりつつあると理解しえよう。

⑦ネガティブ情報を含む、課題の記載

ＣＳＲにおいては、実践された取り組みについて、当初の目的やその後の変化に

応じて評価し、そして改善を図っていくことが求められている（いわゆる「PＤＣＡ

サイクル｣)。このようなサイクルを作用させるためには、実施された取り組みの

結果について検討し、課題を明示すること、さらにはかかる課題を克服するため

の方策を示す必要がある。

それでは､人権の取り組みについて､未達成状況などのネガティブ情報を含む、

改善に向けた課題は、ＣＳＲ報告書においてどの程度明示されているであろうか。

課題の明示に関して言えば、２００５年度版と同様、記載事例は極めて少ない。ま

た、１０誌を超える分野については、労働災害と障害者雇用率という法令上義務づ

けられているものに限られている点も、前回と同様である。ただし、かかる記載

例も、若干減少している点は懸念される。なお、育児支援制度、女性管理職数、

人権教育・啓発に関しては若干増加している。

－１７－ 

表２－１１ＧＲＩガイドライン対照表の記戟

2005年度 2006年度

● ガイドラインの全体との対照表 1８ ９７％ ２６ １２．９％ 

▲ ガイドラインの一部との対照表 3２ １７．３％ ４１ ２０．４％ 

対照表なし 1３５ ７３０％ 1３４ ６６．７％ 

計 1８５ １０００％ 2０１ １０００％ 

表２－１２ネガティブ↑;報を含む課題の記載状況

2005年度 2006年度

※労働基本権保障に関する課題の記載 ３ ０ 

※労働安全衛生指針'二関する課題の記載 ４ ４ 

※労働災害に関する課題の記載 2０ 1３ 

※育児支援制度に関する課題の記載 ２ ５ 

※介護支援制度|こ関する課題の記載 ２ ０ 

※人権問題相談制度（社内）に関する課題の記載 １ １ 

※人権問題相談制度（社外）に関する課題の記載 ０ ０ 

※人材育成に関する課題の記載 ５ １ 

※人権教育・啓発に関する課題の記載 １ ２ 

※女性管理職数.率に関する課題の記載 ４ ９ 

※女性労働者組織活動に関する課題の記載 ２ ３ 

※障害者雇用率に関する課題の記載 2４ 1８ 

※職場施設バリアフリー化'二関する課題の記載 ５ ２ 

※職場環境バリアフリー化に関する課題の記載 ４ ０ 

※高年齢者再雇用'二関する課題の記戴 ４ ０ 

※本業における人権尊重に関する課題の記載 ３ １ 



⑧サプライチェーンに関する記述と人権尊重を明示する調達基準

近年、サプライチェーン゛マネジメントの重要性が重視されている。というの

も、調達先や子会社においてＣＳＲの考え方に反する事業活動が行われている場合、

調達元企業や親会社もまた批判を免れないし、逆に、調達先や親会社がその取引

に当たってＣＳＲの考え方に基づく行動を行うことによって、サプライチェーンに

おいてもＣＳＲが浸透することが期待されているからである。今回の調査では、サ

プライチェーンマネジメントの中でどの程度人権尊重の視点が盛り込まれている

かを検討した。
Ⅸ 

庁
３２６１％５５６１％ 

２０４％１９３２％ 

５０３９６５％５３８９０７％ 

２０４％０００％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

他方で、調達基準において人権尊重を盛り込んでいる旨紹介する報告書は２００５

年度版に比して２３誌増加して５５誌となっている。ＣＳＲ調達が広まりつつあるこ

とが伺える。また、取引先調査に関する記載事例数も若干増加しており、かかる

調達基準の実効'性を担保する取り組みも、僅かながら広がっているように思われ

る。

なお､人権尊重を盛り込んだ調達基準を記載している企業は､次の通りである。

表２－１４人権尊重に言及する調達基準の記載企業一覧

霧i串三装震;墓=臣：

皿一●｜●｜●｜●

東洋インキ製造株式会

社
● ● 

アンリツ株式会社

株式会社テクノアソシ
エ

● ● ●● 
株式会社イオン

東レ株式会社

株式会社トーホー

豊田通商株式会社

凸版印刷株式会社

日産自動車株式会社

エスペック株式会社

ＮＥＣエレクトロニクス

オムロン株式会社

オリンパス株式会社

花王株式会社

●｜、｜●｜●｜●

●｜、

●｜、｜●｜、｜●

函一●

● 

日本アイ・ビー・エム

株式会社
●● ● 

川崎汽船株式会社

●｜日本エリクソン関西電力株式会社 ●● 

株式会社日本製紙グル

ープ本社
●● ●● ● 

九州電力株式会社

日本電気株式会社

バイエル株式会社

株式会社バンダイ

日立化成工業株式会社

株式会社日立国際電気

株式会社日立製作所

日立プラントテクノロ

函一ｍ

、｜函一ｍ｜●｜●｜、’（

、｜、｜、｜●｜●｜●’一

株式会社クラレ

グンゼ株式会社

三洋電機株式会社

シチズン時計株式会社

シャープ株式会社

セイコーエプソン株式会社

株式会社西友

●
二
一
●

●
｜
●
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表２－１３人権尊重を明示する調達・取弓|基準

2005年度 2006年度

● 調達・取引基準のみ記載あり 3２ 6.1％ 5５ 6.1％ 

●● 取弓|先調査を含む記城あり ２ ０ 4％ 1９ ３ ２％ 

記載なし 503 9６ 5％ 538 ９０ ７％ 

その他（調査のみ、検討中） ２ ０ 4％ ０ ０ ０％ 

計 5２１ 1００ 0％ 593 1００ ０％ 



鑿澪篝岸
●｜●｜●｜函一●｜、

このように、それぞれの年度ごとに記載企業を集約すると、約半数の企業が

2006年度版において新たに調達基準や取引先調査について記載し始めたことが

わかる。他方で、２００５年度版において記載しているものの、２００６年度版にはかか

る記載を割愛している企業が若干存在することがわかる（2005年度版は計３４誌

であり、２００６年度版にも引き続き記載している企業は２４誌であるから、今回害Ｉ

愛している企業は１０社あることになる)。これらの企業がＣＳＲ調達を取りやめた

ことは考えづらいため､実際には記載事例に上がっていない企業においても､ＣＳＲ

調達が行われていることが伺える。ＣＳＲ調達が普及していることは歓迎すべきこ

とであるが、この分野においても、実際に取り組まれていることが報告書では記

載されていないということになろう。このことは、実施状況や課題・改善策も含

めて報告書に反映すべきことを考えれば、決して好ましいことではない。記載を

差し控えた企業においては、今一度記載することが望まれる。

⑨本業での人権尊重の取り組み

ＣＳＲの本旨は、本来業務を社会的に責任ある形で進めていくことにある。した

がって、企業における人権尊重の取り組みもまた、本来業務に組み込まれていく

ことが重要である。このことから、人権の尊重を単に従業員対応に限るのではな

く、より広い射程において人権を尊重していくことが求められるであろう。

それでは、ＣＳＲ報告書において、本来業務における人権尊重の取り組みの記載

状況について検討してみよう。

后
庁 １５３２９４％２１９７ 

６７０６％４６３７８１％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

Ｔ】ロＩ巨
吋 １３２％１１１１８７％ 

４５２８６８％４８２８１３％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

本業における人権尊重の取り組みに関する記載事例は、２００５年度版のｌ５３誌か

らｌ３０誌に若干減少している。他方で、本業を活用した社会貢献活動に関する記

－１９－ 

表２－１５本業|こおける人権尊重の取り組み

2005年度 2006年度

● 記載あり 1５３ ２９．４％ 1３０ 21.9％ 

記載なし ３６８ ７０６％ 4６３ ７８．１％ 

計 ５２１ １００．０％ 5９３ 100.0％ 

表２－１６本業を活用したビジネス外の人権尊重の取り組み

2005年度 2006年度

● 記載あり ６９ １３２％ 1１１ １８．７％ 

記載なし ４５２ ８６．８％ ４８２ ８１．３％ 

計 5２１ １００．０％ ５９３ １００．０％ 



載事例は２００５年度版の６９誌からＩ１１誌に増加している。

しかしいずれにしても、両者の数値をあわせた場合、本業との関連で人権に配

慮している事例は若干増加していることがうかがえることは歓迎すべきであろう。

⑩人権の視点に立った第三者評価

環境報告書やＣＳＲ報告書には、監査法人やＮＧＯなどから、その内容について

意見を求めたり、さらには監査を受けたりする場合がある。このような第三者評

価や第三者意見は、社会への説明責任を果たし、課題を浮かび上がらせるという

意味においても重要である。２００６年度版においては、第三者評価と第三者意見に

わけて検討した。両者の違いについては後に掲載しているチェック項目を参照さ

れたい。２００５年度版と比較するために、表２－１９において両者を合算した数値

を示しておく。

￣■■■■■￣￣、
￣■■■■■￣■扉、
￣■■■■■ 

■■■■■■■■■■■■■■■■、
■■■■■■■■■■￣■Ｔｍ 

ｌＯＯｄｙ 

２００５年度版においては、第三者評価・第三者意見それ自体の総数を示していな

かったため、比較することは出来ないが、人権課題を含めて第三者による監査や

意見を求めている事例は､比率において減少しているものの（10.4％から9.6％)、

実数としては５４誌から５７誌に若干増加している。今後とも増加していくことが

望まれる。

なお、第三者評価と第三者意見とを比較した場合、興味深い点が伺える。すな

わち､第三者評価においては人権問題を項目に含めている事例が比較的少なく（評

価実施事例が５７誌のうちｌ７誌)､第三者意見においては人権問題を含む事例が意

見記載事例の半数を超えている（意見記載事例が７４誌のうち４０誌)。この点は、

監査法人等においていまだに人権課題を監査項目に盛り込んでいない場合が多い

ことを示している。

このことから、ＣＳＲの実施状況を監視する第三者の姿勢が問われていることを

－２０－ 

表２－１７人権問題を含む第三者評価

2005年度 2006年度

● 記載あり 5７ ９．６％ 

●● 人権課題についての記載あり 1７ ２．９％ 

記載なし 5１９ 87.5％ 

計 593 100.0％ 

表２－１８人権問題を含む第三者意見

2005年度 2006年度

● 記載あり ７４ １２５％ 

●● 人権課題'二ついての記載あり ４０ 6.7％ 

記載なし 4７９ ８０．８％ 

計 5９３ １００．０％ 

表２－１９人権問題を含む第三者評価・第三者意見

2005年度 2006年度

● 記載あり 1３１ 22.1％ 

●● 人権課題についての記載あり 5４ １０．４％ 5７ 9.6％ 

記載なし ４６７ ８９６％ 4０５ ６８３％ 

計 5２１ １００．０％ 5９３ １００．０％ 



指摘することが出来るであろう。企業が、人権を含むトリプルボトムラインの考

え方に基づいて行動することが求められるとすれば、第三者もまた、トリプルボ

トムラインを踏まえた評価を行うことが求められる。そうでなければ、日本の市

民社会は、人権を軽視していることになりかねず、その結果企業においてもＣＳＲ

において人権はさほど重要ではないという意識を醸成しかねないのである。

⑪ステイクホルダー・ミーティング

第三者意見や第三者評価は､報告書の内容がＣＳＲの概念に合致しているか否か

を問うものであるが、ＣＳＲの取り組みの質を直接ステイクホルダーとの対話を経

て精査していく取り組みがある。これがステイクホルダー．ミーティングである。

この取り組みは、ステイクホルダーの期待や、時として厳しい批判に直接ふれる

ものであるから、前述したＣＳＲの定義において示されている「説明責任」を果た

すためには不可欠の取り組みであるといえよう。

それでは、ＣＳＲ報告書においては、ステイクホルダー．ミーティングはどの程

度紹介されているのであろうか。

６９％８４１４２％ 

３３４５７ 

４５２８６８％４７５８ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

消費者団体や環境保護団体、労働組合など、多様なステイクホルダーと意見交

換する「多様なステイクホルダーとの対話」を紹介する例は、３６誌から８４誌へ

と飛躍的に増加している。他方で、一部のステイクホルダーとの対話を実施して

いるとする報告書は実数的にはｌ誌増加したにとどまる。比率としては両者を併

せて２０％に過ぎないが、ＣＳＲを推進するに当たって、単に企業内部でのみ議論す

るのではなく、ステイクホルダーの実際の意見を踏まえるべきであるという考え

方が広がっており、かつ実際にも取組まれていることが伺えるであろう。

２３１９５％ 

９５８０５％ 

１１Ｂ１０００ 

しかしながらかかる対話の中で人権問題に触れるものは２００６年度版では２３誌

に止まっている。直接企業に対して人権問題を問う市民団体、及びその取り組み

がＣＳＲの観点から重要であると受け止めている企業は未だに少数であると言わ

なければならない。この点については、ステイクホルダー・ダイアログにおいて

人権問題を如何にして定着させるか、かつその取り組みの重要性をいかに企業社

会に説くかが、市民社会における課題であるといえよう。

－２１－ 

表２－２０ステイクホルダー・ミーティング

2005年度 2006年度

● マルチ・ステイクホルダー 3６ ６．９％ 8４ 14.2％ 

▲ －部ステイクホルダーとの対話 3３ ６．３％ 3４ 5.7％ 

記載なし 4５２ ８６．８％ ４７５ ８０．１％ 

計 5２１ １００．０％ 593 １００．０％ 

表２－２１人権問題を含む第三者評価・第三者意見

2005年度 2006年度

● ｢人権」への言及 2３ １９．５％ 

記載なし 9５ ８０．５％ 

計 1１８ １０００％ 



（２）個別的な課題

①人権問題関連社内体制の整備

ＣＳＲのみならず、人権尊重の取り組みを進めるにあたっては、全社的な体制を

整え、かつ実際の事業を進めるための事務局的なセクションを設置することが重

要である。いずれかの人権課題に関する体制整備について、ＣＳＲ報告書等では、

どの程度紹介されているであろうか。ｊ
蟇
｜
■
。

いずれかの人権課題に関する全社横断的な組織の整備について、ＣＳＲ報告書等

において紹介する例は、２００５年度版のｌ５０誌に比べて、］８８誌に増加している。

また比率においても、28.8％から31.7％に増加している。この傾向はＣＳＲ推進体

制と軌を－にしている。体制を整備して、全社的に推進していくことが重要であ

るとの理解が広まり、かつＣＳＲ報告書の作成に当たっても反映されつつあること

が伺えるであろう。なお、個別課題に関して言えば、依然として労働安全衛生法

上義務づけられている労働安全衛生委員会を紹介する例が多いが、人権啓発にか

かわるものを含む人権一般に関する体制を紹介する例もｌ５誌増加している。また、

若干ではあるが、男女平等や障害者の人権を取り扱う組織を設置する企業が増加

している。

事務局的なセクションに関しては、何れの課題についても全社横断的組織に比

して記載事例は少ない。また、ＣＳＲを推進する部局の記載事例が２００５年度に比

して増加しているのに対し、人権課題を取り扱うセクションの紹介事例は減少し

ている。

－２２－ 

表２－２２人権尊重のための社内システム（複数記載）

2005年度 2006年度

ＣＳＲ全社横断的組織 1３１ 25.1％ 1８６ 31.4％ 

① 社内横断的組織 1５０ 2８ 8％ 1８８ ３１ 7％ 

①－１ 人権一般 ５７ 1０ 9％ 7２ 1２ 1％ 

①－２ 差別禁止 ２ ０ 4％ ２ ０ 3％ 

①－３ 男女平等 ５ １ ０％ 1５ ２ 5％ 

①－４ 労働安全衛生 1０２ 1９ 6％ 1１９ ２０ 1％ 

①－５ 労働条件 ３０ ５ 8％ 3１ ５ ２％ 

①－６ 障害者の人権 ４ ０ 8％ ９ １ 5％ 

①－７ 非正社員の人権 0 ０ 0％ ０ 0 0％ 

①－８ その他 1５ ２ 9％ ８ １ 3％ 

CSR事務局的セクション 1０３ 1９ 8％ 1３７ ２３ 1％ 

② 事務局的組織 ４８ ９ 2％ 3８ ６ ４％ 

②－１ 人権一般 ２２ ４ 2％ ７ １ 2％ 

②－２ 差別禁止 １ ０ 2％ １ ０ 2％ 

②－３ 男女平等 ８ １ 5％ ４ ０ 7％ 

②－４ 労働安全衛生 1６ ３ 1％ ２ ０ 3％ 

②－５ 労働条件 １ ０ 2％ ０ ０ ０％ 

②－６ 障害者の人権 ２ ０ 4％ ０ ０ ０％ 

②－７ 非正社員の人権 ０ ０ ０％ 0 ０ 0％ 

②－８ その他 ２ ０ 4％ ０ 0 0％ 

記載なし 356 6８ 3％ 3９１ 6５ 9％ 

計 5２１ 1００ ０％ ５９３ 1００ ０％ 



②公正な採用選考・就職困難者の積極採用

職業選択の自由や、就職の機会均等を図るためには、雇用者が差別を行うこと

なく、公正に採用選考を行うことが求められる。また今日、従業員の多様性を確

保することが、ＣＳＲ推進の一つのテーマとなっている。多様性を確保するための

第一歩として、求職者の適性と能力に応じて採用活動を行うことがまず必要であ

る。このことは、日本経団連においても、毎年「新規学卒者の採用選考に関する

企業の倫理憲章」をとりまとめ、会員企業約７００社がそれに賛同を表明している

ところである'９．また今日、就職活動においてＣＳＲを意識する学生が増加してい

るが、ＣＳＲ報告書は、そのような学生が企業を検討する際の重要な資料となりう

る。このことを考えると、優秀な学生を意き付けるためにも、公正な採用選考を

行う旨を記載することが重要であろう。

それでは、ＣＳＲ報告書において、公正な採用選考を行う旨のメッセージの明示

は、どのような状況であろうか。

￣肝、￣■、
－－，－－ｍ 

４５３８６９％４９６８３６γ 

５２１１０００％５９３１０００ 

２００５年度に比して２００６年度版はいずれかの事由に関して差別をしない旨明記

する報告書は若干増加しているが、依然として２０％代の低率に止まっている。な

お、内訳としては、,性別が最も多く（12.8％)、ついで年齢（6」％)、障害（5.2％)、

出身地（3.2％)、その他（]２０％）となっている。

また、部落出身者や在日外国人、刑を終えた人など、社会の偏見によって安定

した就労から排除されがちな人々が存在する。これらの人々の格差を是正するた

めには､積極的な採用を行うことが重要となる。このような取り組みについては、

女性を対象としたポジティブ･アクションや障害者雇用率を定めるものがあるが、

その他の就職困難者について、ＣＳＲ報告書はどのように取り扱っているであろう

か。

00 

-■、■■■■[Ⅱ■、
￣■Ｈｍ－￣汀、
￣■Ｔｍ 

'９ただし、この倫理憲章に賛同しつつも、実際には就職活動が前倒しされており、

かかる憲章の趣旨が生かされていない実態があることには、留意しなければなら

ない。

－２３－ 

表２－２３公正な採用選考のメッセージの明示（複数記載）

2005年度 2006年度

① 出身地 ５ 1.0％ 1９ 3.2％ 

② 性別 5１ ９ 8％ ７６ 1２ ８％ 

③ 障害 1９ ３ 6％ 3１ ５ ２％ 

④ 年齢 1２ ２ 3％ 3６ ６ 1％ 

⑤ その他 4８ ９ 2％ 7１ 1２ 0％ 

記載なし ４５３ 8６ ９％ 496 ８３ 6％ 

計 5２１ 1００ ０％ 593 1００ ０％ 

表２－２４就職困難者の積極採用（複数記戯）

2005年度 2006年度

① トライアル雇用 １ ０．２％ ０ ０．０％ 

② 部落出身者 ０ ０ 0％ ０ ０ ０％ 

③ 在日外国人 ２ ０ 4％ ０ ０ ０％ 

④ その他 ２ ０ 4％ ０ ０ ０％ 

記載なし ５１８ 9９ ４％ 593 1００ 0％ 

計 5２１ 1００ 0％ 5９３ 1００ 0％ 



２００５年度版では、稀ながらも就職困難者の積極採用に関する記載が見受けられ

たが、２００６年度版においてはかかる記載は皆無となっている。即戦力指向が強固

であり、単純労働は非正社員として処遇する昨今の労働市場の状況下で、就職困

難者が省みられない実態が、ＣＳＲ報告書の記載状況からも透けて見えると言わな

ければならない。

さらに、採用のみならず、公正な処遇を行うためには、人事評定においても公

正な判断を行うことが求められる。そのためには、人事評定の評価基準において

も人権の視点が盛り込まれていることが重要であるが、２００５年度版と同様、かか

る仕組みについて記載している報告書は見出されなかった。

0000 
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③個別法令上義務づけられている取り組みの紹介

１）育児支援制度利用率・介護支援制度利用率の記載

仕事と家庭の両立が、次世代育成支援の観点からも重要な政策課題となってい

るが、かかる両立支援の方策の一つとして、育児・介護休業制度の導入があげら

れよう。前回と同様、かかる休業制度の内容にとどまらず、その利用実績に注目

することとした。その結果は次の通りである。

８１１１％8９１５０ｏ 

４６３８８９％５０４８５０％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

育児支援制度の利用率に関しては、２００５年度の］10誌に比して、ｌ７０誌に増加

している。比率的にも21.1％から28.7％と、３割近くにまで上昇している。また、

介護休業制度に関して言えば、育児支援制度にやや劣るが、２００５年度の５８誌・

11.1％から８９誌・15.0％に増加している。男性利用者の声を掲載する企業も幾つ

か見受けられる。

２）人権問題相談制度（社内外）の記載

２００７年度に施行された改正男女雇用機会均等法において、条文上相談窓口を設

置することが明記されるなど、各企業に対して、従業員が人権侵害を受けた際に

備えて、社内外に相談窓口を設置し、その被害の救済に当たることが求められて

－２４－ 

表２－２５人事評価基準|ニおける人権の視点

2005年度 2006年度

● 記載あり ０ ０．０％ ０ ００％ 

記載なし 5２１ １００．０％ 593 １０００％ 

計 5２１ １００．０％ 593 １００．０％ 

表２－２６育児支援制度の利用率

2005年度 2006年度

● 記載あり 1１０ ２１．１％ 1７０ ２８．７％ 

記載なし ４１１ ７８．９％ ４２３ ７１．３％ 

計 5２１ １０００％ ５９３ １００．０％ 

表２－２７介護支援制度の利用率

2005年度 2006年度

● 記載あり ５８ １１．１％ 8９ １５．０％ 

記載なし 4６３ ８８９％ ５０４ ８５．０％ 

計 5２１ １００．０％ 593 １００．０％ 



いる。また、正社員の長時間労働がいっこうに改善されない状況に鑑みて、労働

安全衛生の観点から、メンタルヘルスの管理を図るため相談窓口を設置すること

が求められている。そこで、セクシャルハラスメントやメンタルヘルスに関する

相談窓口の設置に関してＣＳＲ報告書等にどの程度反映されているかを検討した。

１３７２６３％１７２２９０％ 

３Ｂ４７３７％４２１７１０％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

３５６７％５９・・

４８６９３３％５３４g０１ｙ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

２００６年度版調査においては、当該相談窓口の事例にメンタルヘルス相談窓口に

ついても含めることとしたこともあって、相談窓口設置事例は、社内外ともに増

加している（社外：ｌ３７誌からｌ７２誌、社外：３５誌から”誌)。ただし、これら

の相談窓口が設置されているだけでは、実際に発生した被害やメンタルクライシ

スは解決しない。これらの仕組みがどのように機能しているかについても記載す

ることが望ましいであろう。

３）障害者雇用率の記載・特例子会社の設置状況・雇用率達成状況

障害者雇用促進法においては、18％の法定雇用率を達成することが求められて

いるが、かかる雇用率の達成状況を記載している企業は次の通りである。
。’屋
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２００５年度版の172誌・３３０％から２２７誌・３８３％に増加した。なお、特例子会

社の記載も又、３９誌・７５％から５１誌・8.6％に増加している。２００６年度版調査

においては、未達成状況についても検討することとしたが、雇用率記載企業のう

ち、６０社が雇用率未達成である。ただ、未達成状況を率直に示していることはむ

しろ重要である｡今後の達成に向けた取り組みも含めて､達成実現を期待したい。

④労働基準に関する記載状況

１）労働基本権の保障

労働問題は、企業において配慮すべきもつとも重要な人権課題である。個別の

労働基準の遵守はいうまでもないが、労働者と経営者が台頭な立場で労働条件を

決定するためにはく労働基本権が適切に保障されていなければならない｡そこで、

労働組合の結成や交渉・労使間協議の実施など、労働基本権の保障に関する記載

－２５－ 

表２－２８介護支援制度の利用率

2005年度 2006年度

● 記載あり 1３７ ２６．３％ 1７２ ２９．０％ 

記載なし 384 ７３．７％ 4２１ ７１．０％ 

計 5２１ １００．０％ 593 １００．０％ 

表２－２９介護支援制度の利用率

2005年度 2006年度

● 記載あり 3５ ６．７％ ５９ 9.9％ 

記載なし 486 ９３．３％ 534 90.1％ 

計 5２１ １００．０％ 5９３ 100.0％ 

表２－３０障害者雇用率・特例子会社設立状況の記載と未達成企業

2005年度 2006年度

● 記載あり 1７２ ３３．０％ ２２７ 38.3％ 

▲ 特例子会社の記載あり 3９ 7.5％ ５１ ８ 6％ 

× 法定雇用率未達成 6０ 1０ 1％ 

記載なし 3４８ ６６．８％ ３５８ 6０ 4％ 

計 5２１ １００．０％ ５９３ 1００ ０％ 



状況について検討した。

８２１５７％１２２２０６％ 

４３９８４３％４７１７９４％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

労働基本権については、罷業権の記載についてほとんど見受けられなかったた

め、労働基本権のいずれかについて記載があるかどうかに限定した。その結果、

労働基本権の保障状況について記載している企業は、８２誌からｌ２２誌に増加して

いる。これらの増加傾向は歓迎すべきことであるが、しかし今日、非正社員の処

遇改善や雇用の流動化が進行しており、その中で労働組合運動がこれらの状況に

有効に対処しえていない現状がある。この点にかんがみれば、これらの基本権保

障が、個々の労働者の労働条件改善にどの程度寄与しえているのかについて検討

する必要があるように思われる。

２）労働時間の適性管理に関する記載

また、今日においても、長時間労働や割増賃金不払い残業（いわゆるサービス

残業）が問題とされているが、このような点に関しては、労働時間の適正な監理

を図ることが極めて重要である。そこで、労働時間適正管理に関する取り組みの

記載状況について検討した。

５２８８％ 

￣■、■U■■■■■■■
-m■…--

000 000 

労働時間規制に関する記載については、若干増加しているものの、２００５年度版

と同様、１割に満たない数値であり（３２誌・6.1％から５２誌・8.8％)、依然とし

て少数にとどまっているといわなければならない。なお、これらの適正管理の取

り組みを述べるにとどまらず、どの程度改善したかについても、成果と課題を示

すことが重要であろう。

３）児童労働・強制労働禁止の方針の明示

児童労働は、子どもたちの教育を受ける権利や、健康に生きる権利といった将

来の幸福や生存そのものに重大な影響を及ぼす人権侵害であり、国際的に禁止さ

れている。しかしながら、今日においても多くの国で根絶できておらず、多くの

子どもたちが酷使されている。強制労働もまた、職業選択の自由や労働基本権を

侵害するものであるし、えてして低賃金であることから、多くの被害者が貧困か

ら抜け出せずにいる。そのため国際社会においては、これらの撲滅に取り組んで

いる。多くのＣＳＲ指標においても、児童労働・強制労働の禁止は、重要な柱とし

て位置づけられている。それでは、児童労働・強制労働の禁止は、ＣＳＲ報告書で

はどのように取り扱われているのであろうか。

－２６－ 

表２－３１労働基本権の保障

2005年度 2006年度

● 労働基本権のいずれかを保障 8２ １５．７％ 1２２ 20.6％ 

記職なし ４３９ ８４．３％ 4７１ 79.4％ 

計 5２１ １００．０％ 5９３ 100.0％ 

表２－３２労働時間の適正管理に関する記載

2005年度 2006年度

● 記載あり 3２ ６．１％ 5２ 8.8％ 

▲ 労働時間'二関する記載のみ ２ ０．４％ 

記載なし ４８７ ９３．５％ 5４１ ９１２％ 

計 ５２１ １００．０％ 5９３ １０００％ 



３１６０％４３７３％ 

４９０９４０％５５０９２７％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

2005年度版の３１誌に比して、４３誌と若干増加しているが、依然としてこの課

題に関する記載がある報告書は少数である。前回も指摘したが、国内においては

児童労働・強制労働は存在しないとする意識の表れであろうか。しかしながら児

童労働・強制労働は、サプライチェーンの末端でうごめいているのであるから、

サプライチェーン・マネジメントの一環としてかかる課題について配慮すること

が求められるであろう。

４）女性管理職数の記載

男女の機会均等や、男女共同参画社会の実現のためには、女性が自らの人生に

ついて自由に意思決定でき、その結果多くの女性が社会参加できる仕組みを整え

ることが肝要である。しかしながら労働力率等において、依然として男女間の格

差は大きい。そのため、上記の政策目標達成のために、女性の登用などについて

ポジティブ・アクション（積極的是正措置）の実施が求められている。今回の調

査では、前回に引き続き、女性管理職数／率と女性従業員の組織活動の実施に関

する記載状況を検討した。

７４１４２/６９９１６７％ 

４４７８５８％４９４８３３％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

女性管理職数／率の記載状況については、２００５年度版に比して２Ｓ誌増加して

おり、比率においても２．５ポイント増加している。格差の状況はさておいても、

女性の登用が男女共同参画や雇用における女性差別の撤廃のために重要であり、

その状況を示すことが必要であるとの意識が広まりつつある結果であると思われ

る。

２６５０％４７７９％ 

４９５９５０％５４６９２１γ 

５２１００.Dｙ５９３１００Dｙ 

また、女性労働者の組織活動に関しても、数としては少数であるが、記載事例

は２００５年度版の２６誌に対して４７誌に、また比率としても５．０％から７９％に増

加している。管理職登用のためには、就業意欲を高める取り組みや、職業能力を

高める取り組みが重要である。そのため、これらの多彩な取り組みが多くの企業

において推進されることが望まれる。

－２７－ 

表２－３３児童労働・強制労働の禁止

2005年度 2006年度

● 記載あり ３１ 6.0％ 4３ ７３％ 

記載なし ４９０ ９４０％ 550 ９２．７％ 

計 ５２１ １００．０％ 5９３ 100.0％ 

表２－３４女性管理職数／率の記載状況

2005年度 2006年度

● 記載あり 7４ １４２％ 9９ １６．７％ 

記載なし 4４７ ８５．８％ 494 ８３．３％ 

計 5２１ １００．０％ 593 100.0％ 

表２－３５女性労働者の組織活動の記載状況

2005年度 2006年度

● 記載あり ２６ 5.0％ 4７ 7.9％ 

記載なし ４９５ 95.0％ 546 ９２．１％ 

計 5２１ １０００％ ５９３ 100.0％ 



５）非正社員数.比率の記載

今日、非正社員が労働力人口の３分の１を占めており、男女間の処遇格差やフ

リーター問題、さらにはワーキングプアといった重大な社会問題を引き起こして

いることは言を俟たない。今日の貧困問題は、非正社員の多用によってもたらさ

れているといってよいのである。したがって、非正社員の処遇改善は、今日の社

会問題解決において、中心的課題である。

そこで、今回の調査においても、非正社員数／率と雇用形態転換の機会の有無

について検討した。
吾Ⅱ／皇隆０

１２５２４０％４５７６％ 

８１６５０８ 

０５４８９２４％ 

１０００％５９３００ 

金融機関は各業法上従業員数を開示することが義務づけられているため、ディ

スクロージヤー誌においては、非正社員数を記載する事例が多い。しかしながら

今回収集方法が異なるため、おおはぱに減少している。そのため、デイスクロー

ジャー誌を除いて検討すると、ＣＳＲ報告書等において非正社員数．率について記

載しているのは、２００５年度版では３７誌（7.1％）に対して、２００６年度版では４０

誌(6.4％）であった。実数では若干増加しているものの、依然として低調である。

６）非正社員の雇用形態転換の機会の記載

非正社員の処遇改善の方策は幾つかあるが、最も安定し、かつ格差を埋めるた

めに有効な方策は、雇用形態転換の機会を設けることである。この方策は、非正

社員として従事した期間に身につけた能力やキャリアを活かしながら安定した働

き方に移行していくという点で転職に比してリスクが低く、企業にとっても、非

正社員の意欲を高めることに繋がる点で好ましいといえるであろう。

１２％１２ん

５１５９８８％・・９８８％

１０００１０００ 

しかしながら､ＣＳＲ報告書においては､2005年度版から］誌増加したに過ぎず、

依然としてまれな事例にとどまっていると言わなければならない。

７）従業員の個人情報保護に関する記載

２００５年は、「個人情報の保護に関する法律」が全面的に施行され、各企業にお

いても、個人`情報保護に関する取り組みが推進されてきたところであるが、しか

し当初は顧客情報の保護に重点が置かれており、従業員情報の保護についてはあ

まり正面から論じられていない実態があった。しかしながら、従業員情報は、求

職者・従業員の属性情報や、健康情報といったセンシテイブな情報を含んでいる

ことから、特に慎重に取り扱うことが求められるのである。

－２８－ 

表２－３６非正社員数／率の記載

2005年度 2006年度

● 記載あり 1２５ ２４．０％ 4５ 7.6％ 

そのうちディスクロージャー誌 8８ 16.9％ ５ ０．８％ 

記載なし 396 76.0％ 548 92.4％ 

計 5２１ 100.0％ 593 100.0％ 

表２－３６雇用形態転換の機会の記載

2005年度 2006年度

● 記載あり ６ 1.2％ ７ 1.2％ 

記載なし ５１５ ９８．８％ 586 ９８．８％ 

計 5２１ １００．０％ 5９３ １００．０％ 



それでは、２００６年度版のＣＳＲ報告書ではどの程度言及されるに至っているの

であろうか。

２２４２％３６６１％ 

４９９９５８％５５７９３９％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

２００５年度版においては２２誌・4.2％であったが､２００６年度版ではｌ４誌増加し、

３６誌・６．１％であった。依然として少数ではあるが、重要な事例として評価すべ

きであろう。

⑤人権啓発活動

１）人権教育・啓発の取り組みに関する記載

これまで述べてきた取り組みは、それらを担う担当者や、その取り組みを指示

する役職者の人権意識の高まりがなければ成り立たない。かかる人権意識の効用

を図る取り組みが、いわゆる企業内人権研修である。この取り組みは、1975年に

部落地名総鑑事件が発覚し、その反省の中から差別的な企業体質の改善を図るた

めに、企業内同和問題研修を進めてきたことに端を発するものである。また、そ

の取り組みの中で、各地において同和問題企業連絡会が結成されてきた。今日で

は、部落問題のほか、女'性差別問題や障害者の人権問題、在日外国人問題といっ

た多様な課題について研修が実施されているが、今日、適正な就業環境を整備す

る意味合いからも実施されているところである。ＧＲＩサステイナビリテイ報告書

ガイドラインにおいても任意指標として企業内人権教育の実施状況を記載するよ

う推奨されている。

１０６２０３％１５５２６１％ 

４１５７９７％４３８７３９％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

企業内人権啓発の取り組みに関しては、２００５年のI06誌にから４９誌増加し、

l55誌が記載するに至っている。比率にして４分の１を超えている。また、各地

の同和・人権問題企業連絡会に加盟し、積極的に取組んでいる旨を明示している

企業も若干ではあるが存在する。その事例については、３．で紹介する。

２）人権教育に関する具体的内容の記載
ｍｊＬ刀玩

４８４５３％８５５４Ｂ％ 

５８５４７％７０４５２％ 

１０６１００．０７１５５１００．０７ 

ところで、人権教育・研修について記載している企業の内、具体的な研修内容

についても記載している企業は、４８誌（45.3％）から８５誌（54.8％）に増加して

いる。内容や頻度、理解度などを示すことで、人権研修がどの程度実際の事業活

－２９－ 

表２－３７従業員の個人情報保護に関する記蔵

2005年度 2006年度

● 記載あり 2２ 4.2％ 3６ 6.1％ 

記載なし ４９９ 95.8％ 557 ９３．９％ 

計 5２１ 100.0％ 593 100.0％ 

表２－３８人権教育・研修の取り組みに関する記戯

2005年度 2006年度

● 記載あり 1０６ ２０．３％ 1５５ ２６．１％ 

記蔵なし ４１５ ７９７％ ４３８ 739％ 

計 5２１ １００．０％ ５９３ １０００％ 

表２－３９人権教育に関する具体的内容の記戴

2005年度 2006年度

● 記載あり ４８ ４５．３％ 8５ 54.8％ 

記載なし 5８ ５４．７％ 7０ 45.2％ 

計 1０６ １００．０％ 1５５ １００．０％ 



動に効果を生んでいるかを見ることが可能になるであろう。今後も、掘り下げた

紹介が行われることを期待したい。

⑥人権の視点に立った社会貢献活動の広がり

今日、多くの企業において、社会貢献活動が取組まれているが、人権の視点に

立って取組まれているものも多い。２００６年度版の報告書においても、かかる取り

組みについて、社会貢献活動と物資・資金の援助・寄付とに分けて検討してみた。
４【】

１８０３４５γ１６８２８３γ 

３４１６５５％４２５７１７｡ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

２７８５３４％２６８４５２％ 

２４３４６６％３２５５４８％ 

５２１１０００％５９３１０００％ 

人権尊重の社会貢献活動や、物資・資金の援助・寄付に関する記載は、いずれ

も２００５年度版より若干減少し、それぞれｌ６８誌（28.3％)、２６８誌（45.2％）であ

った。とはいえ、依然として高率である。これらの取り組みが、人権課題を抱え

ている人々の克服に向けた努力を支援している側面がある以上、それはそれとし

て高く評価すべきである。しかし、ＣＳＲの本旨はあくまで本業において社会性に

配慮することにあることを考えれば、かかる社会貢献活動を行っていることだけ

で社会的責任を果たしたことにはならないことは、留意しておきたい。

－３０－ 

表２－４０人権尊重の社会貢献活動

2005年度 2006年度

● 記載あり 1８０ ３４．５％ 1６８ ２８．３％ 

記載なし 3４１ ６５．５％ 425 71.7％ 

計 5２１ １００．０％ ５９３ 100.0％ 

表２－４１人権課題克服のための物資・資金の援助・寄付

2005年度 2006年度

● 記載あり 2７８ ５３．４％ ２６８ ４５．２％ 

記載なし 2４３ ４６．６％ 3２５ ５４．８％ 

計 5２１ １０００％ 593 100.0％ 



a補論：人権・同和問題企業連絡会加盟企業が発行する報告書の特徴

（１）はじめに

ＣＳＲの一つの柱として、人権問題が含まれる点については、今日はもはや疑問

を差し挟む余地はない。今日、多くの国で、労働者や地域社会に対して、人権を

侵害するような事案が多数報告されていることを考えれば20、労働者を含むステ

イクホルダーの人権を保障することは、今日の企業社会における重要課題の一つ

といってよいであろう。

企業による人権保障を促進するために、諸外国においては、BusinessLeaders

lnitiativeonHumanRights（英国）といった企業集団の取り組みが進められている

が２１、日本においては、その動向に先がけて、人権問題に取り組んできた企業団

体が存在する。それがいわゆる人権・同和問題企業連絡会（以下、「同企連」とす

る）である。この団体は、1975年に発覚した部落地名総鑑事件を反省する中で、

部落問題をはじめとする様々な人権問題の解決のために、各地で結成されたもの

である。その具体的な取り組みの内容としては、例えば大阪同和・人権問題企業

連絡会においては､｢会員相互が企業の立場から同和問題の解決をはじめさまざま

な人権問題について関係行政・諸団体と連携して、会員の人権尊重の企業経営確

立、人権確立社会の実現すること」を目的として、啓発研修、現地研修会、人権

標語募集、各種広報誌･啓発関係資料の発行といった出版活動に取り組んでいる22。

また、東京人権啓発企業連絡会では、「企業の立場から同和問題・人権問題の解決

をめざして会員各社が社内の研修啓発に取り組み、人権意識を高め、差別のない

企業づくり、明るい職場づくりのために相互研讃していくこと」を目的として、

同様の研修や広報誌などの発行、研修教材の作成、研修に役立つ資料の収集など

を行っている23.

人権啓発を行うことだけでは人権を保障することに必ずしも繋がらないが、し

かし企業内において人権が尊重されるべきだという意識が醸成されていることは、

人権侵害を未然に防止する点で重要であろう。その点からすれば、かかる同企連

活動が、各企業における人権問題についての取り組みをより先進的に促している

ことが期待できるであろう。

そこで、これらの人権・同和問題企業連絡会加盟企業のＣＳＲ報告書に、どのよ

２０例えば、Business＆HumanRightsResourceCentreは、ジョン・ラギー国際連合
企業と人権に関する事務総長特別代表に対し、企業における人権問題について'情

報提供することを目的として、随時、世界各国における人権侵害事象を収集する

とともに、メーリングリストを通じて、週１回、登録者に対して情報発信してい

る｡http://www・business-humanrightsDrg/Ｈｏｍｅを参照(2008年１月２０日掲載確認)。

2］BLIHRについては、http://wwwｂlihrorg/を参照（2008年１月２０日掲載確認)。
２２大阪同和・人権問題企業連絡会の目的及び活動については、

http://www・osaka-doukirenjp/を参照（2008年１月２０日掲載確認)。
ｚ３東京人権啓発企業連絡会の目的及び活動については、

http://wwwjinken-net､comljinkiren/iinkirenhtmlを参照(2008年１月２０日掲載確認)。

－３１－ 



うな特徴があるかを検討した。なお、このような企業連絡会は、当研究所が把握

しているだけで全国２１あり２４、今回収集した報告書発行企業の中には、各地の同

企連に加盟する企業もある。しかしながらホームページを通じて広く社会に会員

名を公表しているのは東京人企連・大阪同企連のみであることから、この両連絡

会に加盟する企業についてのみ抽出して、一般的な傾向と比較検討することとし

た。

（２）数的な特徴と課題

今回収集したＣＳＲ報告書のうち、ｌ２４誌が同企連・人企連加盟企業による報告

書である（付録の表１を参照)。上記のように、同企連・人企連企業としては、主

として人権啓発に取り組んでいるとのことであるから、人権教育・研修について

まず見てみよう。

５９１００.Ｏｙ１２４１００ 

同企連企業のうち、半数を超える企業が、なんらかの人権教育・研修の取り組

みについて紹介している。このことは、一般的な傾向が約４分の１程度であるこ

とを考えると、比率として多くの同企連・人企連企業が、その人権啓発の取り組

みを報告書に反映させているといえる。

他方で、人権教育に関する情報を記載する企業のうち、具体的な内容の記載に

関して言えば、一般的には半数を超える企業が記載しているものの、同企連．人

企連企業では、44.9％と半数を切っている。編集方針や紙幅、あるいは報告書の

性格によるものと思われるが、実際に行われている啓発や、その中身について、

適切に報告書に反映されていないと指摘できるだろう。

また、人権研修をはじめとする人権の取り組みを進めるために、企業内での体

制整備が同企連中心に進められ、企業内の同和問題委員会や人権啓発委員会など

が設置されてきたが、それらの体制整備についての記載はどうであろうか。

２４部落解放･人権研究所編『人権年鑑2005-2006』2006年３月、解放出版社､343-344

頁。
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表３－１人権教育・研修の取り組みに関する記城

2006年度 同企運企業

● 記載あり 1５５ ２６１％ 6９ 556％ 

記戯なし 438 ７３９％ 5５ 44.4％ 

計 593 １０００％ 1２４ 100.0％ 

表３－２人権教育'二関する具体的内容の記賊

2006年度 同企運企業

● 記載あり 8５ ５４．８％ 3１ 44.9％ 

記載なし ７０ ４５２％ 3８ ５５．１％ 

計 1５５ １０００％ 6９ １０００％ 
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ＣＳＲ全般に関する全社組織･事務局的組織についても､一般的な趨勢に比して、

それぞれ比率が高く、同企連企業の優位'性が伺える。また、人権問題に関する組

織の比率についても、特に人権一般の社内横断組織については12.1％に比して

29.0％と比率としてはかなり高くなっている。このことから、比較的全社組織に

ついて情報公開する同企連企業は多いことが見て取れるであろう。

なお、他の分野については、若干の優位』性が見られるものの、その差はそれほ

ど大きくは無い｡むしろこの体制に関して記載の無い報告書が半数に登っている。

このことは、実際に設置しているにもかかわらず、報告書に反映されていないの

ではないかとの前述の指摘が、ここでも当てはまるであろう。

また､企業内で人権を侵害するような事象が発生した場合､可能な限り迅速に、

かつ適切に対処する必要がある。そのために、社内外に人権相談窓口を設置する

ことが重要であるが、このような相談窓口の設置状況は、同企連企業においては

どのような特徴があるであろうか。
。】⑪

１７２２９０％５０４０３％ 

４２１７１０％７４５９７％ 

５９３１０００％１２４１０００％ 
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表３－３人権尊重のための社内システム（複数記城）

2006年度 同企蓮企業

ＣＳＲ全社横断的組織 1８６ ３１．４％ 6０ ４８．４％ 

① 社内横断的組織 1８８ ３１ 7％ 5５ ４４ 4％ 

①－１ 人権一般 ７２ 1２ 1％ 3６ ２９ 0％ 

①－２ 差別禁止 ２ ０ 3％ １ ０ 8％ 

①－３ 男女平等 1５ ２ 5％ ６ ４ 8％ 

①－４ 労働安全衛生 1１９ ２０ 1％ 2６ ２１ ０％ 

①－５ 労働条件 3１ ５ 2％ 1０ ８ 1％ 

①－６ 障害者の人権 ９ １ 5％ ２ １ 6％ 

①－７ 非正社員の人権 ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ 

①－８ その他 ８ １ 3％ ３ ２ 4％ 

CSR事務局的セクション 1３７ ２３ 1％ 4４ 3５ 5％ 

② 事務局的組織 3８ ６ 4％ 1８ 1４ 5％ 

②－１ 人権一般 ７ １ 2％ ３ ２ 4％ 

②－２ 差別禁止 １ ０ 2％ ０ ０ ０％ 

②－３ 男女平等 ４ ０ 7％ １ ０ ８％ 

②－４ 労働安全衛生 ２ ０ 3％ ０ ０ ０％ 

②－５ 労働条件 ０ ０ 0％ ０ ０ ０％ 

②－６ 障害者の人権 ０ ０ 0％ ０ ０ ０％ 

②－７ 非正社員の人権 ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ 

②－８ その他 ０ ０ 0％ ０ ０ 0％ 

記載なし 3９１ 6５ 9％ ６５ 5２ ４％ 

計 593 1００ ０％ 1２４ 1００ 0％ 

表３－４人権問題相談制度（社内）の記載

2006年度 同企邇企業

● 記戯あり 1７２ ２９０％ 5０ 40.3％ 

記載なし 4２１ ７１．０％ 7４ 59.7％ 

計 593 １００．０％ 1２４ １００．０％ 
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５９９９％１７１３７％ 

５３４９０１％１０７８６３％ 

５９３１０００％１２４１０００％ 

社内窓口、社外窓口の設置状況についての記載は、いずれも、一般的な傾向に

比べて比率が高い。社内相談窓口については、１１ポイント上回っている。これま

での同企連活動の結果、積極的に人権問題に対応している状況が、一定伺えるで

あろう。

次に、公正採用選考のメッセージについて見てみよう。同企連活動は、部落地

名総鑑事件の反省の中から、部落問題解決や就職差別の撤廃に、企業の立場から

取り組んできたところである。このような取り組みの一環として、就職差別を行

わず、公正な採用選考を行う姿勢を明確にすることは、就職差別撤廃の出発点で

ある。

それでは、公正採用選考に関するメッセージの記載状況はどのような状況であ

ろうか。一①０時厚

１９３２％４３２％ 

７６１２８％１８１４５％ 

３１５２％９７３％ 

３６Ｗｂ８６５％ 

７１１２０％１９１５３％ 

４９６８３６％９８７９０％ 

それぞれの事由について言及する事例は、一般的な傾向に比べて、やや比率が

たかいとはいえるが、それでも、就職差別をしないことを明示していない企業が

8割に登っていることは、懸念されるところである。

また、就職困難者の積極的な採用に関しては、表３－７にあるとおり、本年度

は報告書全般を通して、記載事例は皆無である。王創一③｜④｜計一

０００％０００％ 

Ｏ０００００％ 

０００％０００％ 

０００％０００％ 

５９３１０００％１２４１０００％ 

５９３１０００％１２４１０００％ 

以上のように､同企連活動に関連性の高い項目について検討してみた｡総じて、

一般的な傾向に比べて、人権尊重の取り組みを紹介する事例は比率的に高いと評

価することができる。しかしながら、公正採用のメッセージや、就職困難者の積

極採用などについては一般的な傾向とあまり差は無く、低調である。更に言えば、
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表３－５人権問題相談制度（社外）の記載

2006年度 同介蓮企業

● 記戯あり 5９ ９９％ 1７ 13.7％ 

記載なし 534 90.1％ 1０７ 86.3％ 

計 593 １００．０％ 1２４ 100.0％ 

表３－６公正採用のメッセージの明示（複数記蔵）

2006年度 同企撞企業

① 出身地 1９ 3.2％ ４ ３２％ 

② 性別 7６ 1２ ８％ 1８ 1４ 5％ 

③ 障害 3１ ５ ２％ ９ ７ 3％ 

④ 年齢 3６ ６ 1％ ８ ６ 5％ 

⑤ その他 7１ 1２ ０％ 1９ 1５ 3％ 

記載なし 496 8３ ６％ 9８ 7９ ０％ 

表３－７就職困難者の積極的な採用

2006年度 同企揮企業

① トライアル雇用 ０ ０．０％ ０ ００％ 

② 部落出身者 ０ ０ ０％ ０ ０ 0％ 

③ 在日外国人 0 ０ 0％ ０ ０ 0％ 

④ その他 ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ 

記載なし 593 1００ ０％ 1２４ 1００ ０％ 

計 593 1００ ０％ 1２４ 1００ ０％ 



人権教育・啓発についても、実際の取り組みが報告書に反映されていない。これ

らの点について、今後の報告書作成の際に、参考にされたい。

（３）同企連企業の先進的な記載事例

他方で、同企連企業の中には、特徴的な取り組みを記載する企業が幾つか存在

する。

三越は、「三越人権宣言」を掲載するとともに、その宣言を策定した社会的背景

を述べている。また、同和問題や在日コリアンに対する差別など、あらゆる人権

問題を取上げ、研修・啓発を行っている点を紹介している。

マツダは、人権侵害の撤廃のために、人権委員会の設置に加えて、人権侵害撤

廃規則を制定していることを明示している。ここでは、人権侵害の禁止や、申告

を行ったことに対する報復を禁止している。報復を含めて禁止する例は、企業内

人権擁護の取り組みとしては先進的であろう。また、相談者の救済についても、

人権相談デスクと女性相談デスクを設置し、かつ各部門長を人権擁護推進員に任

命し、きめ細かな対応を行っていることがわかる。

富士火災海上保険は､保険業法第１１１条及び同施行規則第５９条基づくディスク

ロージャー資料において「人権推進への取り組み」に２ページを費やし、人間尊

重のトップメッセージの取り組みや人権推進体制、行動規範における人権尊重、

人権標語募集、人権教育の実施などを紹介している。また人権問題に関する相談

窓口では、パワハラ相談窓口の対応について図式化して対応のフローを開示して

いる。また、全役職員を対象とした定期的なアンケート調査を実施し、人権啓発

に活用していることも注目に値しよう。

損害保険ジャパンにおいても、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律とそ

の基本計画を踏まえて、人権推進本部として、「人権おもいあい推進｣、「健康はつ

らつ推進｣、「時間めりはり推進｣、「女性いきいき推進」といった４つの課題を設

けて人間尊重推進を図っている。また、人権啓発については、ＣＳＲ教育と統合し

て、総合的な研修としているとのことである。

第一生命では、人権宣言の改訂と人権啓発推進体制を示すとともの、人権啓発

の教育体系を明記し、どのような階層に対して、いかなる教育を行っているかを

わかりやすく紹介している。募集時の資料等を人権の視点から点検している点が

紹介されており、公正採用の観点からも興味深い記載であるといえよう。なお、

東京人企連に加盟し、セミナー等に参加していることもあわせて紹介している。

これらの特徴としては､人権啓発を中心としながらも､人権侵害の発生の際に、

適切な対応を行うこともあわせて、人権尊重に取り組んでいる点であろう。人権

問題がまさに企業内でも発生することがあり、企業として適切に対応することの

重要性が認識されているものと思われる。

これらの例のほかにも、さまざまな先進的な記載があるが、ここでは紙幅の関

係上、これにとどめておきたい。同企連企業や、その他の企業においても、これ

らの事例を参考にしていただくことを期待したい。
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